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Ⅰ　比較の必要

雇用制度の国ごとの違いは大きい。ゆえに日本の雇
用制度の理解のためには他国との比較が必要となる。
ただしその目的は日本の制度の独自性を認識すること
だけではない。そうではなく，異なる制度との比較を
通じて日本の雇用制度が相対化され，長所と短所が認
識される。バブル崩壊以前の 80 年代には過剰な長所
の議論を，その後の「失われた 20 年」には過剰な短
所の議論を見るのであるが，前者が陥る傲慢に対して
相対化の視点が必要であったのと同様，後者が落ち込
む自虐に対しても相対化の視点が必要とされる。自虐
も傲慢も視野狭窄に陥るのであり，ここからは日本の
雇用制度の真の姿が見えてこない。視野狭窄から抜け
出るためにも各国の雇用制度の比較が必要となる。

その前に，ここでの雇用制度は，本稿の前後で取り
上げられる労使関係や人的資源管理や労働市場や人的
資本等々の領域と重なり，それらの複合体という意味
で「雇用システム」と言い換えることができる。つま
り，「システムとしての雇用制度」であり，内部的に
は労使関係と人的資源管理の制度によって構成され，
外部的には教育訓練や労働市場，製品市場（経営戦
略）そして企業統治の制度等々と関連する。これに加
えて急速に変化する技術とグローバル経済の要因が雇
用システムに重大な影響を及ぼし，さらに勤労観や家
族等の価値の次元の問題もある。

さらに，ここでの制度は，法や規制や判例などに客
観化された制度から，非公式の慣習や繰り返しのルー
ティンやパターン化された認識までを含み，ゲーム理
論の観点からは，雇用をめぐる経済主体間のゲームの
ルールの意味での制度となる（青木 2001）。つまり，
採用のルールや賃金のルールや解雇のルール等々に見
られるように，雇用の領域での様々な決定がどのよう
になされるのかの公式および非公式のルールを基に，
将来を予想し，現在の行動が可能となる。これらの
ルールや制度の複合体として国ごとの雇用システムが
形成され，そして現在，日本を含めて各国の雇用シス
テムは大きな変動の下に置かれている。この変化の方
向を理解するためにも雇用システムの比較が重要とな

る。このような観点から，雇用制度や雇用システムの
比較においてどのような議論が展開されてきたのかを
論点を限定して紹介したい。

Ⅱ　内部労働市場 vs 職業別労働市場

周知のように，日本の雇用システムを表現すると
き，終身雇用，年功賃金，企業内組合の「三種の神
器」に言及されるのが常であった。それは 1970 年代
半ばまで，いわゆる日本的経営として，日本の特殊な
制度とみなされた。それは労働市場の競争メカニズム
に反する制度であり，日本企業の後進性を表すもの，
ゆえに日本企業の発展とともに克服すべきものとみな
された。

このような見方をひっくり返したのが，ドーリン
ジャー＝ピオレ（原著 1971）による内部労働市場

（Internal  Labor  Markets；ILM）の概念であり，そ
れを受けた小池（1977）による鉄鋼産業を中心とした
日米の工場の比較であった。すなわち労働資源の配分
と価格づけは，こと企業の内部に関しては市場の競争
メカニズムに従うのではなく，職場の慣行に基づいて
いる。そのようなものとして先任権のルールが取り出
され，先任権に基づく職務階梯の昇進とその過程を通
じた職場内訓練，その結果としての企業特殊的技能か
ら構成された雇用システムとして，ILM の概念が提
出された。その後，アメリカにおいては ILM の形成
過程が「雇用官僚制」の制度化として詳述され（ジャ
コービィ1989），日本においては，先任権という明白
な組合ルールが不在の下で職場の慣行がどのように仕
事の配置や編成を決め，それによってどのように職場
のキャリアが形成されるのかに関心が向けられた。

要するに日本的経営は ILM の概念によって市民権
を得た。しかもアメリカ発の概念である以上，これほ
ど心強いものはない。終身雇用も年功賃金も職場にお
けるキャリア形成の制度化の結果と理解すればよい。
職場のキャリアに関わる労働者組織が企業内組合とな
ることもアメリカと変わることはない。しかも，80
年代以降，アメリカの ILM よりも日本の ILM が優位
に立つことが発見された。そのカギとなるのが，小池

（1981）による「知的熟練」の概念であった。従業員

 特集：この学問の生成と発展

社会政策・労使関係・人事管理

雇用制度比較
宮本　光晴
（専修大学教授）



日本労働研究雑誌 31

この学問の生成と発展

のキャリアの基盤となるのは職場の技能形成であり，
日本の ILM の特質は，生産現場を含めて技能形成を
より広くより深く行う点にあること，そのための能力
評価が職能ランクの形で制度化されることが示され
た。他方，アメリカの ILM は「雇用官僚制」と表現
されるように，硬直化に陥ることが不可避となる。こ
のいわゆるジョブ・コントロール型の ILM の制約を
克服することが 80 年代のアメリカの雇用システムの
課題とされた。

このように雇用関係の制度的枠組みとして日本やア
メリカの ILM があるとすると，もう 1 つの制度的枠
組みがヨーロッパにおいて発見された。それが職業別
労働市場（Occupational  Labor  Markets；OLM）の
概念であった（マースデン 2007）。ドーリンジャー＝
ピ オ レ の ILM の 概 念 に お い て も， 企 業 別 市 場

（enterprise markets）と職業別市場（craft markets）
が区別されるのであるが，ヨーロッパとりわけドイツ
においては，伝統的なクラフト職種だけではなく，工
場から事務所までの各種の職業ごとに制度化された労
働市場が成立する。カギとなるのは職業訓練の制度化
であり，中学・高校卒業者に対する 3 年前後のいわゆ
るデュアルシステムが経営者団体によって組織化され
る。訓練修了者には技能資格が与えられ，そののち正
規の雇用関係が成立する。つまり OLM では実際の雇
用の前に訓練がなされるのであり，この点に ILM と
の決定的な違いがある。企業の側からすると雇う前に
訓練をするわけであり，しかも訓練内容は共通のカリ
キュラムに従い一般訓練の性格を持つのだとすると，
このような制度が成立することは一見すれば不可能の
ようにも思われる。それを可能とするのが産業ごとに
組織化された経営者団体の存在であり，この集合的な
枠組みの中で，個々の企業は共同で熟練労働のプール
を作り，それをめいめいが利用する。

このように雇用システムの制度的枠組みとして，
ILM と OLM の 2 つの類型が示される。これをマー
スデン（2007）は，仕事を編成する原理と仕事を配分
する原理の違いから 4 つのタイプに類型化した。つま
り，仕事を編成する方式として，一方には仕事の必要
に人を合わせる方式があり，他方には人の能力に仕事
を合わせる方式がある。前者は雇用したのち仕事の必
要に応じて訓練を行うアメリカ・日本の ILM の方式
となり，後者は雇用の前に訓練を行いその職業能力に
仕事を合わせるドイツ・イギリスの OLM の方式とな
る。そのうえで，人に仕事を配分する方式として，一
方には仕事の定義に基づいて配分する方式があり，他
方には機能に応じて配分する方式がある。前者の方式

のうち，詳細な職務記述に基づく方式がアメリカ型の
ILM となり，職域や仕事の縄張りに基づく方式がイ
ギリス型の OLM となる。他方，後者の方式のうち，
職能ランクに基づく方式が日本型の ILM となり，技能
資格に基づく方式がドイツ型の OLM となる。マース
デンのオリジナルを修正して示すと下図のようになる。

技能形成の方式

雇用の後の
訓練

雇用の前の
訓練

仕事の配分
業務優先 「職務型」ILM

（アメリカ）
「縄張り型」OLM

（イギリス）

機能優先 「職能型」ILM
（日本）

「資格型」OLM
（ドイツ）

このような類型化からわかることは，仕事の編成に
おいて企業の自由度は ILM 型でより大きくなり，仕
事の配分においては機能型でより大きくなるというこ
とであり，この 2 つを合わせると日本の ILM が企業
にとってより自由度の大きいシステム，つまりはより
柔軟なシステムとなる。ただしこのようなシステムが
従業員に受け入れられるためにはその身分の保障が必
要となる。それがこれまでは職能概念に基づく長期雇
用と能力ベースの年功賃金のルールであった。これは
それ自体としては雇用調整の自由度や賃金調整の自由
度を制約する。この意味での硬直性と引き換えに柔軟
な雇用システムが成立することを， Dore（1987）は

「柔軟な硬直性」と表現した。
さらに次のことも指摘できる。つまり，アメリカの

ILM はホワイトカラーに関しては日本型に類似し，
そして一部のホワイトカラーは専門職として OLM 型
に類似する。もちろん後者の制度化の方式は異なり，
ドイツ型の技能資格の代わりにアメリカではビジネス
スクール等の学位が職業資格として制度化され，資格
に基づく移動可能性が制度化される。とりわけ 80 年
代以降，専門職型の雇用の流動化が進み，それは企業
の「境界を超えたキャリア」の形成（Arthur  and 
Rousseau,  1996）と捉えられ，これまでの ILM に代
わる雇用の「ニューディール」（キャペリ 2001）とみ
なされた。これに対して，ILM 型であれ OLM 型であ
れ，そのような制度的枠組みが不在の労働市場が外部
労働市場（External  Labor  Market；ELM）となる。
ELM の意味での流動的市場が日本において未発達で
あるわけではない。非正規雇用比率からしてその領域
は労働市場の約 3 分の 1 を占めるわけであり，アメリ
カとの対比で言えば，専門職型の OLM の不在が日本
の特質であり，この点に日本の課題がある。
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Ⅲ　資本主義の多様性

以上のような国ごとの雇用システムの多様性は，近
年，資本主義の多様性として広範な議論の対象となっ
ている。当初の関心は，80 年代のアメリカ・イギリ
スの資本主義とドイツや日本の資本主義を対比させ，
前者の経済的混迷を背景として，後者の優位性の制度
的理由を求めるものであった（青木 1992；Streeck 
1992）。しかし 90 年代に入って状況は一変する。経済
のグローバリズムとともに，優位に立つのは金融のグ
ローバリズムを武器としたアメリカ・イギリスの資本
主義であり，グローバルスタンダードとはアメリカの
制度やルールのことであるとの主張が強まった。経済
システムの国ごとの多様性ではなく，収斂がグローバ
リズムの必然であるかのような論調が支配した。

このような収斂論の優位に対して，ホール＝ソスキ
ス（2007）によって「資本主義の多様性」が提示され
た。つまり多様な資本主義は，自由競争型市場経済

（Liberal Market Economies；LME）と調整型市場経
済（Coordinated  Market  Economies；CME）として
類型化され，90 年代を通じた新自由主義の圧力にも
かかわらず，ドイツや日本の CME 型の資本主義から
アメリカやイギリスの LME 型の資本主義への転換が
生まれているわけではなく，既存の制度の持続によっ
て多様な資本主義が維持されていることが示された。
カギとなるのは企業統治の制度であり，CME では銀
行金融を基盤として短期の株主利益最大化を免れた企
業統治が可能となり，長期の技能形成や長期雇用が制
度化される。これに対して LME では，株式金融に基
づいて株主利益優先の企業統治が支配し，ゆえに雇用
の継続を保証することはなく，長期の訓練は否定さ
れ，従業員の側でも企業特殊性を強める長期の訓練を
受け入れることはなく，この意味で流動的な労働市場
が制度化される。そのうえで 2 つの市場経済はそれぞ
れに比較優位を持つこと，CME では漸進型のイノ
ベーションに，LME では突破型のイノベーションに
比較優位があることが示された。

しかしその後，CME において企業統治の変化が進
展する。日本に関しては 1990 年代終盤の銀行危機を
引き金として，株式の相互持ち合いや安定株主は解消
を強め，海外投資家の株式保有が急増し，株式市場の
流動化が一挙に高まることの結果，企業統治は株主重
視の方向に変化した。すると雇用制度に関しても，長
期雇用が否定され，雇用の流動化の方向に転換すると
の予想が生まれる。事実 2000 年前後を境として，正
規雇用の急減と非正規雇用の急増，そして成果主義の

導入を見た。他方，配当は急増し，これらのことから
CME から LME への転換が不可避のように思われた。

Ⅳ　ハイブリッド組織

このような問題関心から，Jackson  and  Miyajima
（2007）は，日本の企業統治は株主重視という意味で
の市場型の方向に変化したとしても，雇用制度は雇用
の流動化という意味での市場型に変化したわけでな
く，長期雇用を基盤とした組織型の雇用制度が維持さ
れていること，そのうえで組織型の雇用制度の内部に
成果主義が導入されていることを発見した。同じく宮
本（2011）では，2004 年の JILPT 調査の対象企業
1280 社のうち，長期雇用を維持して成果主義を導入
する企業が約 40％，長期雇用を否定して成果主義を
導入する企業が約 20％を占めることが示された。2 つ
は執行役員制の導入などの企業統治の改革に積極的な
企業であった。

つまり，国ごとの多様性と同時に，国の内部での多
様性が観察できる。そして主要な日本企業は二重のハ
イブリッド組織，1 つは市場型の企業統治と組織型の
雇用制度のハイブリッド，もう 1 つは長期雇用と成果
主義のハイブリッドとして自らを組織化しつつある。

「多様な資本主義」に対しては，制度の持続性を強調
するあまり，現に生まれる変化が無視されがちといっ
た批判が向けられ，これを受けて，既存の制度の下で
の漸進的な変化がどのように新たな制度の形成につな
が る の か と い う 方 向 に 問 題 関 心 が シ フ ト し た

（Streeck  and  Thelen 2005）。これはまさしく日本企
業で進行している問題に他ならない。それを青木

（2011）は「コーポレーションの進化多様性」として
捉え，その 1 つの方向として，ハイブリッド型組織へ
の進化の可能性を提起した。

もちろんハイブリッド組織の行方はまだ不明と言わ
ざるを得ない。株主重視の企業統治が配当重視とな
り，それが長期投資の抑制となるなら，長期雇用と長
期の訓練投資も抑制されることになる。あるいは成果
主義の作用を強めることは長期雇用の方針と対立する
ことが予想され，反対に長期雇用を維持することは成
果主義の作用を抑制することになるかもしれない。ゆ
えに成果主義をより一層強める方針が選択されるな
ら，長期雇用の方針は破棄されるかもしれない。

この点でオルコット（2011）が詳述する日産のケー
スが興味深い。その事例研究は，ルノーとの合弁に
よって日産の従業員は企業統治が「大きく変化した」
と意識するのに対して，成果主義の賃金と既存の長期
雇用に関しては「やや変化した」と意識するだけであ
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り，そして企業統治の変化と結び付くのは，トップダ
ウンや必達経営や職務責任重視など，経営の変化であ
ることを発見した。

これは重要な点を示唆している。つまり，日本の調
整型の ILM はインテグラル型のアーキテクチャに適
合し（藤本 2004），一般に製造業で比較優位を発揮す
る。同じくドイツは調整型の OLM として製造業にお
いて比較優位を持つ。しかし少なくとも日本企業に関
しては，「強い現場」に対して，経営に関しては「弱
い本社」であることが指摘されてきた。この意味で企
業統治の変化は「強い本社」に向けての変化であり，
それは「強い現場」と対立するわけではない。日本も
ドイツも「強い現場」の基盤が労使の協調に基づく
CME 型の雇用制度にある以上，その上で企業統治の
変革を志向するハイブリッド組織が日本企業の新たな
方向であることが想定できる。これに対してモジュー
ル型のアーキテクチャに関しては，個々の職務は他と
切り離して定義されるため，アメリカの市場型の
ILM や専門職型の OLM が有効であるかもしれない。
それが長期雇用の否定と成果主義の組み合わせである
なら，日本企業においてもこのような方向への分化が
進むと想定できる。

このように日本の雇用制度の変化や分化が進むとす
ると，この時重要となるのは，変化や改革を進める当
事者の意識や価値観やイデオロギーであろう。かつて
村上（1992）は，変革の志向性として，超越論的方法
と解釈学的方法を指摘した。前者はある理念に基づ
き，既存の制度の根本的な変革を志向する。これに対
して後者は既存の制度との接合を志向する。雇用制度
を含めて一般に日本に観察されるのは後者の方式であ
るとすると，このようなものの考え方という意味での
制度が導く変革の方向として，新旧の要素を接合した
ハイブリッド組織の形成を見るであろう。

最後に，日本の雇用制度の最大のアキレス腱が非正
規雇用問題であることを指摘する必要がある。ドーリ
ンジャー＝ピオレの ILM においても指摘されるのは，
第 1 次（primary）市場と第 2 次（secondary）市場
の分断化であり，ILM は確かに分断的労働市場を必
然とする。だから，第 1 次と第 2 次の格差や正規と非
正規の格差なくすためには ILM の制度自体を破棄す
ればよい，などといった議論が出てくるのは日本だけ
かもしれない。できることは，第 2 次市場の非正規雇
用を ILM に吸収することであり，もちろん現実には
困難であるとしても，それをいかに促進するのかが政
策的課題となる。あるいは職業訓練制度の拡充が常に
述べられるのであるが，その実効性のためには雇用の

前の訓練に企業が関与する OLM 型の制度化が必要と
される。これもまた困難であるが，この点に政策的課
題があることは間違いない。あるいは正規と非正規の
均等処遇のためには職務給の制度を確立すればよいと
いった議論もある。これはアメリカの職務記述型の ILM
に対応するわけであるが，日本の機能型の ILM の優
位を放棄することを意味している。ただし下位の職務
に関しては職務記述も簡単であり，むしろ ILM を職
務記述型と機能型の 2 段階に区別することが現実的か
もしれない。そのうえで試用期間に関しては解雇規制
の緩和が考えられる。紙幅は尽きたのであるが，日本
の雇用制度の改革のためにも雇用制度の比較が必要と
される。
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